
事業内容
①認知症疾患医療センターの設置等による地域ネットワークづくり、②認
知症地域医療体制の充実強化、③認知症見守り人材の養成 等

民間移譲
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民間委託市町移譲
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負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

・広域的対応が必要なネットワークの構築、サポート医の養成等の先導的・モ
デル的項目については県が実施、地域における取組については市町が設置する
地域包括支援センターが実施することとしており、役割分担が図られている。

新規 拡充

有 効 性

効 率 性

・高齢化の進展に伴い、県内認知症高齢者はH27に106千人に達すると見込まれ
ており、早急に対策を講じることが必要である。

・県下10圏域中8圏域(H22)でネットワークの構築が見込まれるなど、事業初年
度から着実な進捗が見込まれる。

・認知症支援体制の推進にあたっては、国庫補助単価を活用し、適正なコスト
により実施することとしている。

60.0% 80.0%

66.7%33.3%

100.0%68.0%

71,114 千円 2.0人

16,408 千円 2.0人

担当者電話番号

健康福祉部社会福祉局高齢社会課・障害福
祉局障害福祉課

高年保健福祉係 078-362-3188

従事人員

事業開始年度平成21年度

34
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高齢者の自立支援

認知症支援体制の推進事業

平成20年度決算額

(0 千円)

①地域において認知症患者とその家族を支えるネットワークを構築
②認知症にかかる地域医療体制の構築
③地域における認知症見守り体制の構築

所管部局課名

(934 千円)

(12,452 千円)

0 千円

・認知症疾患医療センターの運営にあたって、鑑別診断・急性期入院治療など
診療報酬により実施すべき内容については、受益者の負担としている。
・先導的・モデル的な取組については、国庫財源も活用しつつ県が経費負担す
る。

22年度
目標

達成率（％）

H21 H22
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目標の達成度
を示す指標

(0 千円)

指標名
20年度
実績

目 標

目標値 年度

10圏域

50人

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

高齢化の進展に伴い、県内認知症高齢者数は今後急増すると見込まれており、医療・介護・生活
を包括した総合的な対策を実施する。
【H22拡充事業】
認知症疾患医療センターの設置 ６圏域→８圏域
認知症地域ケア専門研修等 ５市町→９市町

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

施策名

事業名

21年度
見込み

平成21年度当初予算額

(23,088 千円)

区 分

2.0人

①全圏域で認知症疾患医療センターの設置等によりネッ
トワークを構築

②「認知症サポート医」を地域包括支援センター2か所
あたりに1名養成

③認知症見守り人材指導者を当面240名養成

(1,422 千円)

160

(444 千円)

2.0人

平成22年度当初予算額

(18,684 千円)

54,706 千円

従事人員

方 向 性

57,990 千円

H20

(8,889 千円)

(2,197 千円)

80

従事人員

従事人員 従事人員

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

0.0人0 千円

事業目的

16,720 千円

従事人員

0.0人0 千円 74,710 千円

事業の目標

[目標設定理由]地域の特性や医療資源の状況を踏ま
えた対応が必要であるため

[目標設定理由]サポート医の役割として地域のネッ
トワークづくりの要となることが期待され、地域包
括支援センターとの連携が重要であるため

[目標設定理由]日常生活圏域（県内236圏域）に各1
人の配置を目標とする

認知症見守り人材指
導者養成数

地域ネットワークの
構築圏域数

(0 千円)

(0 千円)

50認知症サポート医養
成数

240人

24年度

23年度

23年度


